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２０２４年度の動向調査報告 

図の名称 

本誌 WEB 

図番 表番号 

原子力関係支出高、売上高 1 1,５ 

原子力関係従事者数 2 20 

電気事業者における費目別の原子力関係支出高（推計値） 3 2 

電気事業者における原子力関係支出高〔ライフサイクル別〕（推計値） 4 3 

電気事業者以外における納入先別の原子力関係売上高（実数値） 5 7,18 

電気事業者以外における項目別の原子力関係売上高（推計値） 6 8 

電気事業者以外における原子力関係売上高〔ライフサイクル別〕（推計値） 7 9 

原子力産業の業種区分における原子力関係売上高 8 - 

民間企業における原子力関係従事者数 9 - 

電気事業者における原子力関係従事者〔ライフサイクル別〕（推計値） 1０ - 

電気事業者における職種区分別の原子力関係従事者（実数値） 11 - 

電気事業者以外における原子力関係従事者〔ライフサイクル別〕（推計値） 12 - 

電気事業者以外における職種区分別の原子力関係従事者（推計値） 13 - 

電気事業者以外における業種区分別の原子力関係従事者（実数値） 14 - 

原子力産業の業種区分における原子力関係従事者数 15 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（本誌掲載）と表（WEB 掲載）の対応表 
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２０２４年度のアンケート結果報告 

図の名称 

本誌 WEB 

図番 表番号 

現在の原子力産業界を取り巻く景況感 16 22 

１年後の原子力産業界を取り巻く景況感 17 23 

原子力発電所の運転停止に伴う影響（複数回答） 18 24 

原子力発電所の運転停止に伴う技術力の維持・継承への影響（複数回答） 19 25 

自社の技術・ノウハウ維持のために力を入れている工夫（複数回答） 20 26 

売上減少の程度（売上が減少していると回答した企業のみ） 21 27 

原子力発電所の運転停止に伴う雇用（人員）や組織体制への具体的な影響（複数回答） 22 28 

他社の撤退の影響を受けている、受ける恐れがある分野（複数回答） 23 29 

原子力事業の位置づけの変化 24 30,31 

原子力発電所の再稼働以外で国や電気事業者に期待すること 25 32 

国や電気事業者による原子力発電所の新規建設計画の策定の必要性 26 33 

原子力発電所の追加安全対策がもたらしている影響（複数回答） 27 34 

原子力人材の人材採用・配置計画 28 35 

原子力人材の人材確保状況 29 36 

新人研修、継続研鑽（研修、OJT）、リスキリング等の実施状況（複数回答） 30 37 

国内の新型炉・革新炉事業への関心度（複数回答） 31 38 

海外の新型炉・革新炉事業への関心度（複数回答） 32 39 

原子力発電に係る産業を維持するにあたって重要となるもの（複数回答） 33 40 
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表-2 電気事業者における費目別の原子力関係支出高（推計値）1 

費目 2023 年度 2022 年度 

研究開発費 16,273 12,140 

調査 67,115 58,995 

土地・建屋・構築物 192,537 212,769 

機器・設備投資 385,067 352,211 

燃料・材料 141,486 226,500 

運転維持・保守・修繕費 331,844 262,070 

情報システム・ソフトウェア費用 4,553 3,867 

人件費 148,548 142,236 

広報・普及促進・地域対応関連費用 2,496 2,148 

原子カ発電施設解体引当金繰入額 113,559 124,146 

使用済燃料再処理・廃炉推進機構、原子力環境整備促

進・資金管理センター拠出額 
220,636 ー 

原賠・廃炉等支援機構負担金 192,399 192,398 

その他 234,482 249,713 

全体 2,051,099 1,839,234 

 
1 回答があったものの比率から推計（内訳への記入額は、2023 年度、2022 年度とも全体値の 100％）。内訳の記入額

は、百万円より小さい単位の数字を切り捨てているため、内訳の記入額の合計と総計値は一致しない（以下同様）。 

表-1 電気事業者における原子力関係支出高の推移 

年度 
原子力関係 

支出高 
年度 

原子力関係 

支出高 
年度 

原子力関係 

支出高 
年度 

原子力関係 

支出高 

1991 17,355 2001 20,850 2011 18,101 2021 17,646 

1992 18,258 2002 18,034 2012 14,986 2022 18,392 

1993 18,349 2003 15,551 2013 15,083 2023 20,510 

1994 17,904 2004 17,742 2014 17,021 

1995 19,126 2005 16,866 2015 18,901 

1996 16,678 2006 16,845 2016 18,695 

1997 16,218 2007 18,413 2017 18,891 

1998 17,161 2008 22,275 2018 21,188 

1999 16,963 2009 21,353 2019 20,155 

2000 18,858 2010 21,420 2020 21,034 

（単位：百万円） 

（単位：億円） 
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表-3 電気事業者における原子力関係支出高〔ライフサイクル別〕（推計値）2 

ライフサイクル 202３年度 2022 年度 

プラント新設 42,654 52,910 

プラント既設 1,550,059 1,469,930 

フロントエンド 123,488 84,386 

バックエンド 227,775 125,787 

デコミッショニング 107,122 106,218 

全体 2,051,099 1,839,234 

 

 

 

 

表-4 原子力関係支出高における新規制基準対応に関する支出額 

年度 
原子力関係 

支出高 

新規制基準 

対応額 

2016 18,695 3,675 

2017 18,891 3,702 

2018 21,188 4,305 

2019 20,155 5,259 

2020 21,034 5,192 

2021 17,646 3,521 

2022 18,392 3,322 

2023 20,510 3,012 

 

 

 

 

 

 
2 回答があったものの比率から推計（内訳への記入額は、2023 年度が全体値の 90％、2022 年度が同 100％） 

（単位：百万円） 

（単位：億円） 
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表-5 電気事業者以外における原子力関係売上高の推移 

年度 
原子力関係 

売上高 
年度 

原子力関係 

売上高 
年度 

原子力関係 

売上高 
年度 

原子力関係 

売上高 

1991 16,755 2001 16,528 2011 17,220 2021 18,020 

1992 17,476 2002 14,085 2012 15,476 2022 19,104 

1993 21,427 2003 13,619 2013 15,904 2023 19,435 

1994 21,070 2004 12,230 2014 17,472 

1995 18,323 2005 12,798 2015 18,424 

1996 18,639 2006 15,364 2016 17,308 

1997 18,381 2007 16,091 2017 17,751 

1998 15,855 2008 17,356 2018 16,077 

1999 12,977 2009 18,201 2019 17,017 

2000 14,691 2010 18,044 2020 18,692 

 

 

 

  

表-6 電気事業者以外における原子力関係受注残高の推移 

年度 
原子力関係 

受注残高 
年度 

原子力関係 

受注残高 
年度 

原子力関係 

受注残高 
年度 

原子力関係 

受注残高 

1991 36,493 2001 19,127 2011 22,064 2021 20,657 

1992 31,509 2002 19,323 2012 19,941 2022 21,056 

1993 27,782 2003 19,548 2013 16,892 2023 22,388 

1994 26,268 2004 17,932 2014 19,295 

1995 22,797 2005 16,834 2015 18,248 

1996 23,584 2006 18,780 2016 19,988 

1997 21,555 2007 20,523 2017 22,763 

1998 22,754 2008 20,682 2018 20,322 

1999 22,041 2009 19,647 2019 21,724 

2000 22,364 2010 23,213 2020 20,803 

 

 

（単位：億円） 

（単位：億円） 
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表-7 電気事業者以外における納入先別の原子力関係売上高 

納入先 2023 年度 2022 年度 

電気事業者向け 1,397,065 1,242,858 

電気事業者以外向け 442,088 565,084 

政府向け 66,143 76,723 

海外向け 38,249 25,818 

全体 1,943,544 1,910,484 

 

 

 

表-8 電気事業者以外における項目別の原子力関係売上高（推計値）3 

項目 2023 年度 2022 年度 

設備・機器 429,703 392,214 

燃料・材料 6,818 17,091 

サービス（役務） 1,171,847 1,206,992 

上記のいずれにも当てはまらないもの 335,174 294,185 

全体 1,943,544 1,910,484 

 

 

 

表-9 電気事業者以外における原子力関係売上高〔ライフサイクル別〕（推計値）4 

ライフサイクル  2023 年度 2022 年度 

プラント新設 115,908 138,536 

プラント既設 1,088,483 1,032,433 

フロントエンド 78,684 42,546 

バックエンド 515,915 575,754 

デコミッショニング 144,552 121,212 

全体 1,943,544 1,910,484 

 

 
3 回答があったものの比率から推計(内訳への記入額は、2023 年度が全体値の 99％、2022 年度が同 99％) 

4 回答があったものの比率から推計（内訳への記入額は、2023 年度、2022 年度ともに、全体値の 69％） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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表-10 電気事業者以外における業種区分別の原子力関係売上高 

 業種区分 2023 年度 2022 年度 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石製品 213,373 220,552 

精密機器、電気機器、機械 760,273 724,134 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 2,082 2,030 

その他製造業 77,788 84,817 

卸売業 23,869 25,949 

建設業 641,604 638,044 

サービス業 112,487 113,572 

情報・通信 5,000 4,146 

運輸業 21,675 14,394 

その他 85,393 82,845 

全体 1,943,544 1,910,484 

 

 

 

表-11 電気事業者以外における「電気事業者向け」の業種区分別原子力関係売上高 

業種区分 
2023 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石

製品 
197,276 14% 198,555 16% 

精密機器、電気機器、機械 473,661 34% 356,859 29% 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 1,677 0% 1,877 0% 

その他製造業 54,466 4% 41,379 3% 

卸売業 23,340 2% 24,841 2% 

建設業 528,849 38% 515,126 41% 

サービス業 53,144 4% 47,426 4% 

情報・通信 4,899 0% 3,983 0% 

運輸業 14,096 1% 10,920 1% 

その他 45,656 3% 41,893 3% 

全体 1,397,065 100% 1,242,858 100% 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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表-12 電気事業者以外における「電気事業者以外向け」の業種区分別原子力関係売上高 

業種区分 
2023 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石

製品 
7,356 2% 18,430 3% 

精密機器、電気機器、機械 231,280 52% 325,581 58% 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 281 0% 32 0% 

その他製造業 21,275 5% 39,056 7% 

卸売業 20 0% 20 0% 

建設業 92,760 21% 93,254 17% 

サービス業 48,683 11% 51,595 9% 

情報・通信 80 0% 131 0% 

運輸業 7,371 2% 3,135 1% 

その他 32,981 7% 33,850 6% 

全体 442,088 100% 565,084 100% 

 

 

 

表-13 電気事業者以外における「政府向け」の業種区分別原子力関係売上高 

業種区分 
2023 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石

製品 
151 0% 394 1% 

精密機器、電気機器、機械 29,415 44% 24,040 31% 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 65 0% 74 0% 

その他製造業 1,990 3% 4,354 6% 

卸売業 509 1% 756 1% 

建設業 16,629 25% 26,382 34% 

サービス業 10,660 16% 13,462 18% 

情報・通信 9 0% 8 0% 

運輸業 107 0% 323 0% 

その他 6,609 10% 6,929 9% 

全体 66,143 100% 76,723 100% 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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表-14 電気事業者以外における「海外向け」の業種区分別原子力関係売上高 

業種区分 
2023 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石

製品 
8,590 22% 3,173 12% 

精密機器、電気機器、機械 25,917 68% 17,654 68% 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 59 0% 47 0% 

その他製造業 57 0% 28 0% 

卸売業 0 0% 332 1% 

建設業 3,366 9% 3,282 13% 

サービス業 0 0% 1,089 4% 

情報・通信 12 0% 24 0% 

運輸業 101 0% 16 0% 

その他 147 0% 173 1% 

全体 38,249 100% 25,818 100% 

 

 

表-15 電気事業者以外における業種区分別の原子力関係受注残高 

業種区分 
2023 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土

石製品 
40,826 2% 22,672 1% 

精密機器、電気機器、機械 1,485,540 66% 1,339,668 64% 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 256 0% 139 0% 

その他製造業 60,718 3% 81,887 4% 

卸売業 27,316 1% 28,641 1% 

建設業 534,909 24% 581,891 28% 

サービス業 27,607 1% 27,057 1% 

情報・通信 3,945 0% 1,163 0% 

運輸業 12,893 1% 10,861 1% 

その他 44,855 2% 11,627 1% 

全体 2,238,864 100% 2,105,605 100% 

 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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表-16 電気事業者以外における業種区分別の原子力関係研究開発費 

業種区分 
2023 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石

製品 
3,939 21% 2,835 17% 

精密機器、電気機器、機械 9,778 53% 10,231 60% 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 0 0% 0 0% 

その他製造業 759 4% 540 3% 

卸売業 0 0% 0 0% 

建設業 1,770 10% 1,494 9% 

サービス業 162 1% 83 0% 

情報・通信 23 0% 16 0% 

運輸業 5 0% 5 0% 

その他 2,173 12% 1,957 11% 

全体 18,609 100% 17,161 100% 

 

 

表-17 電気事業者以外における業種区分別の原子力関係設備投資 

 業種区分 
2023 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石

製品 
191,803 95% 355,581 98% 

精密機器、電気機器、機械 5,059 3% 3,888 1% 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 0 0% 0 0% 

その他製造業 452 0% 398 0% 

卸売業 0 0% 0 0% 

建設業 446 0% 348 0% 

サービス業 1,297 1% 1,176 0% 

情報・通信 0 0% 0 0% 

運輸業 874 0% 339 0% 

その他 1,102 1% 847 0% 

全体 201,032 100% 362,577 100% 

 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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表-18 電気事業者以外における納入先別売上高の推移 

年度 電気事業者向け 
電気事業者 

以外向け 
政府向け 

海外向け 

（輸出） 

2009 14,611 1,889 618 1,081 

2010 14,220 1,909 600 1,314 

2011 13,246 2,075 710 1,187 

2012 12,321 1,648 589 916 

2013 11,955 2,128 950 870 

2014 13,517 1,661 1,344 949 

2015 14,527 1,861 1,348 687 

2016 13,670 1,795 1,273 569 

2017 12,971 2,691 1,656 433 

2018 12,018 2,649 1,045 363 

2019 12,272 3,028 1,473 244 

2020 13,572 3,569 1,336 214 

2021 12,681 4,259 888 190 

2022 12,428 5,650 767 258 

2023 13,970 4,420 661 382 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 
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表-19 電気事業者以外における原子力関係研究開発費・設備投資の推移 

年度 研究開発費 設備投資 

２００９ 232 999 

2010 352 801 

2011 281 944 

2012 236 828 

2013 225 760 

2014 205 854 

2015 195 800 

2016 159 1,212 

2017 164 2,667 

2018 175 1,366 

2019 180 1,008 

2020 166 1,416 

2021 184 2,760 

2022 171 3,625 

2023 186 2,010 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 
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表-20 原子力関係従事者数（電気事業者、電気事業者以外）の推移 

年度 
電気 

事業者 

電気事業

者以外 
合計 年度 

電気 

事業者 

電気事業

者以外 
合計 

1991 9,164 45,405 54,569 2011 12,494 33,929 46,423 

1992 9,280 48,676 57,956 2012 12,362 34,547 46,909 

1993 9,640 48,880 58,520 2013 12,424 36,153 48,577 

1994 9,989 46,726 56,715 2014 12,420 35,337 47,757 

1995 10,204 46,083 56,287 2015 12,651 36,114 48,765 

1996 10,257 45,677 55,934 2016 12,979 34,499 47,478 

1997 10,196 41,292 51,488 2017 13,032 35,506 48,538 

1998 10,029 42,494 52,523 2018 13,276 35,722 48,998 

1999 10,209 40,393 50,602 2019 13,398 35,330 48,728 

2000 10,084 39,853 49,937 2020 13,193 35,660 48,853 

2001 10,185 37,187 47,372 2021 13,124 36,078 49,202 

2002 10,278 38,028 48,306 2022 13,146 36,455 49,601 

2003 10,321 35,328 45,649 2023 12,983 37,681 50,664 

2004 10,448 33,295 43,743 

2005 10,570 32,341 42,911 

2006 10,805 33,575 44,380 

2007 11,218 34,693 45,911 

2008 11,414 34,895 46,309 

2009 11,668 33,714 45,382 

2010 12,147 34,035 46,1８2 

  

（単位：人） 
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表-21 電気事業者以外における業種区分別回答企業数 

業種区分 回答企業数 

非鉄金属、鉱業、金属製品、鉄鋼、ガラス・土石製品 23 

精密機器、電気機器、機械 35 

化学、ゴム製品、石油・石炭製品 6 

その他製造業 17 

卸売業 9 

建設業 66 

サービス業 39 

情報・通信 3 

運輸業 9 

その他 25 

全体 232 

 

 

表-22 現在の原子力産業界を取り巻く景況感 

  全体 電気事業者 
電気事業 

者以外 

回答企業数 240 社 11 社 229 社 

良い 9% 64% 9% 

普通 48% 64% 48% 

悪い 43% 27% 43% 

 

 

 

表-23 1 年後の原子力産業界を取り巻く景況感 

  全体 電気事業者 
電気事業 

者以外 

回答企業数 240 社 11 社 229 社 

良くなる 29% 9% 30% 

横ばい 65% 91% 64% 

悪くなる 6% 0% 6% 

（単位：社） 



16 

 

表-24 原子力発電所の運転停止に伴う影響（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 222 社 

売上の減少 45% 

雇用（人員）や組織体制の縮小 31% 

設備投資・研究開発の縮小 14% 

技術力の維持・継承 65% 

原子力事業の縮小または撤退 13% 

その他 17% 

 

表-25 原子力発電所の運転停止に伴う技術力の維持・継承への影響（影響を受けると回

答した企業のみ）（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 145 社 

雇用の確保の困難 39% 

OJT 機会の減少 78% 

企業撤退・解散等による技術やノウハウの散逸 22% 

調達先の消失によるモノ・役務の入手困難 24% 

その他 3% 

 

表-26 自社の技術・ノウハウの維持のために力を入れている工夫（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 222 社 

教育・訓練の強化 82% 

暗黙知の文書化 41% 

研究開発の促進 18% 

その他 12% 
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表-27 原子力発電所の運転停止に伴う売上減少の程度（売り上げが減少していると回答

した企業のみ） 

  電気事業者以外 

回答企業数 99 社 

～2 割程度 39% 

2～4 割程度 22% 

4～6 割程度 24% 

6～8 割程度 6% 

8 割以上 8% 

 

表-28 原子力発電所の運転停止に伴う雇用（人員）や組織体制への具体的な影響（影響

を受けると回答した企業のみ）（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 68 社 

新規採用枠の縮小 28% 

他部門への人員のシフト 71% 

人員の削減 34% 

その他 6% 
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表-29 他社の撤退の影響を受ける分野（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 186 社 

素材・鋼材 19% 

弁関係 10% 

ポンプ関係 7% 

計装制御 13% 

計測器 9% 

治工具 1% 

鋳・鍛造品 7% 

調査技術 3% 

設計技術 15% 

成形・機械加工技術 8% 

溶接技術 3% 

計測・診断技術 3% 

保守技術 13% 

技術者・作業者 48% 

保守サービス 17% 

検査員 7% 

その他 16% 

 

 

表-30 原子力事業の位置づけの変化 

  電気事業者以外 

回答企業数 226 社 

事業拡大を検討または決定 19% 

現状と変化なし 75% 

事業縮小を検討または決定 4% 

事業撤退を検討または決定 2% 
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表-31 原子力の運転への支障（撤退を検討または決定と回答した企業のみ） 

  電気事業者以外 

回答企業数 13 社 

わが国の原子力事業継続が困難になる（代替品・代替サービスの手当て

が困難） 
0% 

撤退するが、他社に技術移転するため、わが国の原子力事業継続に支

障がない見込み 
31% 

他社の製品や役務で代替可能 69% 

その他 0% 

 

表-32 発電所の再稼働以外で国や電気事業者に期待すること 

  電気事業者以外 

回答企業数 223 社 

融資や税制など、資金面での政策的支援 13% 

既存プラントや訓練施設の利用など、技術力の維持に関する支援 30% 

将来を見据えた技術開発・研究の奨励など、技術力の向上に関する支援 45% 

その他 12% 

 

表-33 国や電気事業者による原子力発電所の新規建設計画の策定の必要性 

  電気事業者以外 

回答企業数 213 社 

必要だと思う 94% 

必要だと思わない 6% 
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表-34 原子力発電所の追加安全対策がもたらしている影響（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 222 社 

受注（売上）の増加 58% 

雇用の増加 17% 

技術力の向上 25% 

新技術の取得 9% 

設備投資の増加 3% 

受注（売上）の減少 9% 

プロジェクトの遅延・延期 20% 

特になし 24% 

その他 3% 

 

表-35 原子力人材の人材採用・配置計画 

 

 

 

  電気事業者以外 

回答社数 222 社 

採用・配置を拡大する 24% 

現状程度の採用・配置を行う 60% 

採用・配置を縮小する 6% 

その他 10% 

  電気事業者以外 

回答社数 215 社 

十分採用できている 18% 

必要な人数より 2～3 割足りない 50% 

必要な人数の半分以下しか確保できていない 17% 

その他 15% 

表-36 原子力人材の人材確保状況 
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表-37 新人研修、継続研鑽（研修、OJT）の実施状況（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答社数 220 社 

自社内で実施（研究、OJT） 94% 

外部教育機関（大学・高専等）を活用 8% 

外部研修機関（民間・公的機関）を活用 52% 

その他 7% 

 

表-38 国内の新型炉・革新炉事業への関心度（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 222 社 

（出資等を含む）事業参加としたい 18% 

機器・部品供給を行いたい 29% 

開発の動向を注視したい 66% 

関心はない 15% 

その他 5% 

 

表-39 海外の新型炉・革新炉事業への関心度（複数回答） 

  電気事業者以外 

回答企業数 219 社 

（出資等を含む）事業参加としたい 9% 

機器・部品供給を行いたい 18% 

開発の動向を注視したい 45% 

国内向け事業に専念する 36% 

国内外ともに関心はない 13% 

その他 3% 
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表-40 わが国の原子力発電に係る産業を維持するにあたって重要となるもの（複数回

答） 

  全体 
電気 

事業者 

電気事業者

以外 

回答企業数 236 社 11 社 225 社 

政府による一貫した原子力政策の推進 83% 73% 84% 

福島地域の復旧・復興に向けた取組 11% 18% 11% 

福島第一原子力発電所の廃止措置の着実な進展 21% 9% 21% 

原子力発電所の早期再稼働と安定的な運転 66% 91% 65% 

核燃料サイクルの確立 28% 45% 28% 

海外展開に向けた国内外における環境整備 2% 0% 2% 

原子力に対する国民の信頼回復 45% 36% 45% 

原子力の研究開発の促進 5% 0% 5% 

原子力関連の人材確保・育成 28% 27% 28% 

原子力諸課題における国際協力 2% 0% 2% 

その他 2% 0% 2% 

 

 

 

 

 


